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Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画書募集要領 

１ 総則 

Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画競争の実施につい

ては、この要領に定める。 

２ 事業内容 

Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務の内容は、別添「Ｇ７倉敷労働

雇用大臣会合雇用作業部会運営業務の仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり

とする。 

３ 予算額 

令和４年度業務の予算額は、３，０００千円（消費税及び地方消費税額を含む。）

以内を予定している。 

４ 参加資格 

（１）予算決算及び会計令第７０条の規定に該当しない者であること。

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であっても契約締結のために必要な同

意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

（２）予算決算及び会計令第７１条の規定に該当しない者であること。

（３）厚生労働省から指名停止の措置を受けている期間中でないこと。

（４）令和４・５・６年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、厚

生労働省大臣官房会計課長から「役務の提供等」で、「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の

等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

（５）資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実を記載していないと認められる者で

あること。 

（６）経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であること。

（７）その他予算決算及び会計令第７３条の規定に基づき、支出負担行為担当官が定

める資格を有する者であること。 

（８）社会保険料等（厚生年金保険、健康保険（全国健康保険協会が管掌するもの）、

船員保険、国民年金、労働者災害補償保険及び雇用保険をいう）に加入し、該当

する制度の保険料の滞納がないこと。 

（９）過去１年以内に、厚生労働省が所管する法令に違反したことにより送検され、

行政処分を受け、又は行政指導（行政機関から公表されたものに限る。）を受け

た者にあっては、本件業務の公正な実施又は本件業務に対する国民の信頼の確保

に支障を及ぼすおそれがないこと。 

（10）過去５年間に、日本国政府が主催し、大臣または高級事務レベルが参加するも
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ので１０カ国・機関以上が参加した国際会議又はこれに準じる会議等を開催した

実績を有すること。 

（11）次年度に開催される本会合等の開催に係る業務を受託する意思があること。

５ 企画競争に係る説明会の開催 

実施しない。 

６ 企画書等募集に関する質問の受付及び回答 

（１）問合せ先

東京都千代田区霞が関 1-2-2 中央合同庁舎５号館 21 階（８号室）

厚生労働省大臣官房国際課Ｇ７厚生労働関係閣僚会合等開催準備室

担当：宗近・江原

メールアドレス g7_procurement@mhlw.go.jp

（２）受付期間

令和４年 11 月 29 日（火）17 時まで

（３）受付方法

電子メールにて受け付ける。

（４）回答

令和４年 12 月１日（木）までに企画競争参加者に対して電子メールにて行う。

７ 企画書等の応募手続き 

（１）提出書類

企画書等に記載すべき事項等の詳細は、仕様書に定めるとおりとする。

① 企画提案書（様式１号）

② 企画書

ア 業務従事予定者の経験・能力等（総責任者の略歴（様式２号）、業務従事者

名簿及び略歴（様式３号）） 

イ 提出者の経験・能力等（過去５年以内に本要領４の(10)にいう国際会議等の

運営を受託した実績の一覧表及びその他委託業務実施上参考となる情報） 

（様式自由） 

ウ 業務全般の実施方針（様式自由）

エ 作業計画（様式自由）

令和５年度に開催される本会合等を含め、全体の計画を示すこと。

＜盛り込む内容＞

・業務工程表

・業務の実施体制・人員配置計画

・本会合会場設営計画

・本会合運営計画
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・ネットワーク環境整備計画（予備の回線整備も含む）

・参加者取りまとめ・ＩＤ作成計画

・宿泊計画

・車両配置・運行計画

・通訳・翻訳計画

・飲食計画（コーヒーブレイク、食事会等）

・警備計画

・接遇要員配置計画

・記念品・コングレスバッグ等の手配計画

・プレス対応計画

・広報計画

・雇用作業部会開催計画

・在京大使館向け説明会開催計画

・大使館職員向け現地視察開催計画

・記録作成計画

オ 令和４年度所要経費内訳書（見積書）（様式自由）

Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務を実施するために必要な

経費のすべての額（消費税及び地方消費税額を含む。）を記載した内訳書。 

カ 令和５年度所要経費内訳書（参考）（様式自由）

令和５年度に本会合等を開催するために必要と見込まれる経費のすべての

額（消費税及び地方消費税額を含む。）を記載した内訳書。 

③ 競争参加資格が分かる資料（資格審査結果通知書（全省庁統一）の写し）

④ 提出者の概要が分かる資料（会社概要等）（様式自由）

⑤ 暴力団等に該当しない旨の誓約書（様式４号）

⑥ 保険料納付に係る申立書（様式５号）

⑦ 確認書（様式６号）

⑧ ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組として、以下の認定等を受け

ている場合、以下の書類の写し 

・女性活躍推進法に基づく認定（えるぼし認定）に関する基準適合一般事業主認

定通知書 

※労働時間の基準を満たすものに限る。

・次世代法に基づく認定（くるみん認定及びプラチナくるみん認定）に関する基

準適合一般事業主認定通知書 

・若者雇用促進法に基づく認定（ユールエール認定）に関する基準適合事業主認

定通知書 

・女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画策定届

（２）提出期限等
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① 提出期限

令和４年 12 月６日（火）12 時

② 提出場所

６の（１）に同じ

③ 提出部数

ア 企画提案書 １部

イ 企画書    10 部

うち１部は社名入りとし、残りの９部については社名等提出者の特定につな

がる情報を除くこと。 

ウ ７の(1)③から⑧ 各１部

④ 提出方法

直接提出（持参）又は郵送（必着）とする。

⑤ 提出に当たっての注意事項

ア 受付時間は、開庁日の９時 30 分～17 時とする。

イ 提出された企画書等は、その事由の如何にかかわらず、変更又は取消を行う

ことはできない。 

また、返還も行わない。 

ウ 提出された企画書等は、提出者に無断で使用しない。

エ 一者あたり１件の企画を限度とし、１件を超えて申込みを行った場合はすべ

ての企画を無効とする。 

オ 虚偽の記載をした企画書等は、無効とする。

カ 参加資格を満たさない者が提出した企画書等は、無効とする。

キ 企画書等の作成及び提出に係る費用は、提出者の負担とする。

８ 企画提案会（プレゼンテーション）の開催 

（１）企画提案会（プレゼンテーション）を令和４年 12 月７日（水）（予定）に開催

する。 

開催場所、時間、説明時間、出席者数の制限等については、有効な企画書等を

提出した者に対して令和４年 12 月６日（火）17 時までに連絡する。 

（２）上記により連絡を受けた者は、指定された場所及び時間において、提出した企

画書等の説明を行うものとする。 

なお、総責任者（様式第２号に記載した者）が自ら説明すること。 

有効な書類を提出したが、企画提案会に欠席し、説明を行わなかった者につい

ては、審査の対象から除外する。 

なお、同参加者は、提案事業者の作業実施体制と矛盾のないようにすること。 

９ 評価の実施 

（１）「Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画評価委員会」に
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おいて「Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画書等評価基

準及び採点表」に基づき、提出された企画書等について評価を行い、事業の目的

に最も合致し、かつ最も評価の高い企画書等を提出した一者を選定し、契約候補

者とする。 

     なお、最も評価の高い企画書等が複数となった場合は、委員長の評価点が高い

者とする。 

（２）評価結果は、企画書等の提出者に遅滞なく通知する。 

（３）企画書等には営業上の機密事項が含まれていることに配慮し、各提出者の企画

書等は非公開とする。 

 

10 契約の締結 

評価結果通知後速やかに、支出負担行為担当官厚生労働省大臣官房会計課長は、

契約候補者から見積書を徴取し、予定価格の範囲内であることを確認のうえ、契約

を締結する。 

 

11 その他 

（１）企画書等に使用する言語及び通貨 日本語及び日本国通貨（円） 

（２）契約保証金 免除 

 



様式１号 

 

 令和４年 月 日 

 

企 画 提 案 書 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省大臣官房会計課長 

 熊木 正人  様 

 

             （提出者） 

事業所所在地 

 

事業所名 

 

代表者氏名                  
 

Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画書募集要領に

基づき、企画書等を提出します。 

なお、本書及び添付書類の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

 

提出書類 

（１）企画提案書                        １部 

（２）企画書                         １０部 

（３）競争参加資格が分かる資料                 １部 

（４）提出者の概要が分かる資料                 １部 

（５）暴力団等に該当しない旨の誓約書              １部 

（６）保険料納付に係る申立書                  １部 

（７）確認書                          １部 

（８）ワーク・ライフ・バランス等の推進に関する取組が分かる資料 １部 

 

（担当者連絡先） 

所 属  

役 職 名  

氏 名  

電 話 番 号  

メールアドレス  

 

 

 

 



 

（別添） 

企画書 

 

令和４年度、令和５年度共通事項 

１ 全体及び重要事項 

・業務全般の実施、運営方針 

（様式自由） 

 

 

 

・作業計画 

（様式自由） 

 

 

 

・業務実施体制、人員配置計画 

（様式自由） 

 

 

 

・会合会場使用計画 

（様式自由） 

 

 

 

 

２ 組織及び業務従事者の経験、能力 

・業績、経営基盤、専門知識、ノウハウ 

（様式自由） 

 

 

 

・業務従事者の経験、能力等 

（様式自由） 

 

 

 

 

 



 

その他、特筆する提案 

・男女共同参画等への取組 

（様式自由） 

 

 

 

 

個別計画 

・実施計画の提出等 

（様式自由） 

 

 

 

・ネットワーク環境整備計画 

（様式自由） 

 

 

 

・資料の作成 

（様式自由） 

 

 

 

・参加者とりまとめ、ID 作成計画 

（様式自由） 

 

 

 

・宿泊計画 

（様式自由） 

 

 

 

・飲食計画 

（様式自由） 

 

 

 

 



 

・車両配置、運行計画 

（様式自由） 

 

 

 

・機密の保持 

（様式自由） 

 

 

 

・地元との連携 

（様式自由） 

 

 

 

 

令和４年度評価対象 

・専門家会合開催計画 

（様式自由） 

 

 

 

・記念品、コングレスグッズ等の企画 

（様式自由） 

 

 

 

・令和４年度プレ専門家会合開催経費、第２回専門家会合開催経費及び大使館職

員向け現地視察対応準備経費 

（様式自由） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

令和５年度評価対象（参考） 

・通訳、翻訳計画 

（様式自由） 

 

 

 

・広報計画 

（様式自由） 

 

 

 

・警備計画 

（様式自由） 

 

 

 

・接遇要員配置計画 

（様式自由） 

 

 

 

・令和５年度本会合等に係る所要経費内訳書 

（様式自由） 

 

 

 

 



担当業務

氏名

生年月日

校名 学科 専攻等

採用年月 所属先 部・課 職位 職務内容

　　　　年　月

期間（年月～年月） 所属先 部・課 職位 職務内容

件名 発注者 担当業務 従事期間

渡航先 目的（留学先等）

研修先

様式２号

学部

　　　　年　月　卒業・中退　

期間（年月から何カ月）

期間（年月から何カ月） 研修内容

内容

（写真　５ｃｍ×４ｃｍ）

　　　　年　　月　　日生（　　歳）

【総責任者】経歴書

取得学位
・資格等

研修実績

職歴

業務等
従事経験

その他の
海外渡航歴

現職

最終学歴

語学能力

対象国



現　職 類似業務経験（国内外を問わず３件まで）

氏名 生年月日 （年齢） 業務の経験年数 件名 対象国 発注者 担当業務 従事期間

事業所名：

所属先：

職位：

採用年月：

語学能力：

経験年数：　　年

事業所名：

所属先：

職位：

採用年月：

語学能力：

経験年数：　　年

事業所名：

所属先：

職位：

採用年月：

語学能力：

経験年数：　　年

事業所名：

所属先：

職位：

採用年月：

語学能力：

経験年数：　　年

様式３号

担　当　業　務

氏名

氏名

担当業務

担当業務

担当業務

業務従事者（総責任者を除く）名簿及び略歴書

4

　　　　年　　月　　日生（　　歳）

No

1

　　　　年　　月　　日生（　　歳）

2

　　　　年　　月　　日生（　　歳）

3

　　　　年　　月　　日生（　　歳）

氏名

氏名

担当業務



（様式４号） 
 

誓   約   書 
 
                                                     令和  年  月  日 

支出負担行為担当官 
厚生労働省大臣官房会計課長 殿 

 
事業所所在地 

（又は住所） 
事業所名 
代表者職氏名               
（代表者生年月日    年  月  日） 

 
Ｇ７倉敷雇用労働大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画競争への参加にあたって、

次の事項を誓約します。 
 

□ 私 （申込者が個人の場合に をつける） 
□ 当社（申込者が法人又は団体の場合に をつける） 

は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはあ
りません。 

この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ること
となっても、異議は一切申し立てません。 

また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 
 

記 
 
１ 契約の相手方として不適当な者 
(１)法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人

である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の
代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者を
いう。以下同じ。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律
（平成３年法律第 77 号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力
団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき 

(２) 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を
加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき 

(３)役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するな
ど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき 

(４)役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなど
しているとき 

(５)役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき 
 
２ 契約の相手方として不適当な行為をする者 
(１)暴力的な要求行為を行う者 
(２)法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者 
(３)取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者 
(４)偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者 
(５)その他前各号に準ずる行為を行う者 
 
※法人又は団体の場合は、役員等の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。 



様式５号 

 

 

保険料納付に係る申立書 

 

 

 当社は、直近２年間に支払うべき社会保険料（厚生年金保険、健康保険（全国

健康保険協会管掌のもの）、船員保険及び国民年金の保険料をいう。）及び直近２

保険年度に支払うべき労働保険料（労働者災害補償保険及び雇用保険の保険料

をいう。）について、一切滞納がないことを申し立てます。 

 なお、この申立書に虚偽内容が認められたときは、履行途中にあるか否かを問

わず当社に対する一切の契約が解除され、損害賠償金を請求され、併せて競争参

加資格の停止処分を受けることに異議はありません。 

 また、当該保険料の納付事実を確認するために関係書類の提示・提出を求めら

れたときは、速やかに対応することを確約いたします。 

 

 

令和  年  月  日  

 

 

            住   所 

 

            商号又名称 

 

            代表者氏名                               

 

 

 

 

支出負担行為担当官 

厚生労働省大臣官房会計課長  殿 

 

 



（提案者）

対応
企画書該
当箇所

第４　委託業務の具体的事項

１　プレ雇用作業部会 仕様書記載の全ての要求要件を適切に理解し、実施可能であること。

２　第１回雇用作業部会 仕様書記載の全ての要求要件を適切に理解し、実施可能であること。

３　大使館職員向け現地視察対応 仕様書記載の全ての要求要件を適切に理解し、実施可能であること。

４　本会合 仕様書記載の全ての要求要件を適切に理解し、実施可能であること。

本仕様書「第５　委託業務の実施期間」が定める規定を遵守すること。

本仕様書「第６　検査」が定める規定を遵守すること。

本仕様書「第７　業務実施上の留意点」が定める規定を遵守すること。

本仕様書「第８　事情変更等への対応」が定める規定を遵守すること。

本仕様書「第９　著作権等」が定める規定を遵守すること。

本仕様書「第１０　機密の保持」が定める規定を遵守すること。

本仕様書「第１１　契約不適合責任」が定める規定を遵守すること。

確認書

様式６号

最低限の要求案件（仕様書の項番に対応する。）

第１０　機密の保持

第１１　契約不適合責任

第５　委託業務の実施期間

第６　検査

第７　委託業務実施上の留意点

第８　事情変更等への対応

第９　著作権等



委員名

評価の主な観点 必須項目 重要度 区分
企画書該
当箇所

Ⅰ

・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。

○ ○

・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。
・食事毎のメニューや考え方及びレセプションプログラム等について、具体的に提案されている
か。
・手配する人員等について、効率的な運用方法等について具体的かつ明確に提案されているか。

○ ○

・会合開催の目的、内容の理解度、開催方法及び開催地の特性に応じた会議運営方針や業務遂行
のための基本計画は適切な内容となっているか。
・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。
・食事毎のメニューや考え方及びレセプションプログラム等について、具体的に提案されている
か。
・手配する人員等について、効率的な運用方法等について具体的かつ明確に提案されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。

○ ○

（１） 基本計画の策定並びに事務
局、県・市及び関係機関との
連絡調整

・会合開催の目的、内容の理解度、開催方法及び開催地の特性に応じた会議運営方針や業務遂行
のための基本計画は適切な内容となっているか。
・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。

― ―

（２） 会場設営関係
・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。

― ―

（３） WEB会議の仕様
（１３）情報セキュリティ対策

・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。

― ―

（４） 宿泊施設の確保及び使用計画
の策定

（５） 輸送
（１２）警備関係
（１７）感染症対策

・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・車両等の運用方法について、実績等を基に具体的かつ明確に提案されているか。
・手配する人員等について、効率的な運用方法等について具体的かつ明確に提案されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。

― ―

（６） 飲食
・厚生労働大臣主催レセプションをはじめとした各食事毎のメニューや考え方及びプログラム等に
ついて、具体的に提案されているか。

― ―

（７） 人員関係
・あらゆる事態に対応できる体制が想定されているか。
・各担当者の有用性について、実績等を基に具体的に提案されているか。

― ―

（８） 通訳の手配 ・資格要件を満たした者を手配できるようになっているか。 ― ―

（９） 会合運営関係
（１１）サイドイベント
（２０）会合終了後の支払い、

精算業務

・各要員の有用性について、実績等を基に具体的に提案されているか。
・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。

― ―

（１０）会合関係資料の作成、翻訳、
印刷等

（１５）運営マニュアルの作成
（１６）参加者情報の取りまとめ
（１８）記録関係
（１９）委託業務実施報告書等の作成

・各業務ごとに、具体的な成果物が、その有用性等とともに明確に提案されているか。
・納品物について具体的且つ明確な提案がなされているか。

― ―

（１４）広報関係

・各業務ごとに、業務実施に関する具体的な業務スケジュールが想定されているか。
・各業務ごとに、複数のリスクを現実的に想定し、各リスクに対する対処方針が具体的かつ明確に
記載されているか。
・各業務ごとに、具体的な成果物が、その有用性等とともに明確に提案されているか。
・納品物について具体的且つ明確な提案がなされているか。

― ―

Ⅱ

Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会運営業務に係る企画書募集要領およびＧ７倉敷労働雇用大
臣会合雇用作業部会運営業務に係る仕様書に記載された項目に該当せず、かつ上記事項Ⅰに含まれ
ない項目が企画内容に含まれており、当該事業の目的に照らして優位な提案となっているかどう
か。

― ―

Ⅲ

経費内訳書について、提案内容に等に応じた価格、積算内訳は妥当か。 ○ ○

Ⅳ

・有用な受注実績が、その有用性を含めて具体的に提案されているか。 ○ ―

Ⅴ

ワーク・ライフ・バランスを推進する企業として、以下（１）～(3)の法令に基づく認定を受けて
いるかで判断し、（１）～（３）のうち複数の認定等に該当する場合は、最も高い点数により加点
を行う。
（１）女性の職業生活における活躍の推進に関する法律(以下「女性活躍推進法」という)に基づ

く認定(えるぼし認定企業)
○3段階目　100点
○2段階目  800点　※１
○1段階目又は行動計画　50点　※１、※２

※１　労働時間等の働き方に係る基準は満たすこと。
※２　女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画の策定義務がない事業主(常時雇用する労

働者の数が300人以下のもの)に限る(計画期間が満了していない行動計画を策定してい
　る場合のみ)。

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく認定
○プラチナくるみん認定企業　90点
○くるみん認定企業(新基準又は旧基準)  50点

（３）青少年の雇用の促進等に関する法律に基づく認定
○ユースエール認定　90点

別添

４　本会合

評価項目（※Ⅰは仕様書の項番に対応する）

第４　委託業務の具体的事項

仕様書に記載された項目以外の事項

１　プレ雇用作業部会

２　第１回雇用作業部会

仕様書に記載された項目以外の事項

３　大使館職員向け現地視察対応

参加資格

特記事項

注１　企画書等において、提出者の外部協力者へ再委託又は共同実施の提案を行う場合、
　業務における総合的な企画及び判断並びに業務遂行管理部分を外部に再委託してはならず、
　そのような企画書などは不合格として、選定対象としないことがある。

注２　積算内訳書において、再委託に係る外注費が見積価格１／２以上である場合は、不適切と
　して、選定対象としないことがある。

注３　評価委員は、評価項目ごとに右表の「評価基準」に照らして提案を評価し、重要度に応じ
　た得点を与える。

注４　「優」「良」「可」の区分については、評価項目ごとに絶対評価する。「優」の評価を得
　たものについては、提案書の中で相対評価を行い、特に秀でたものと認められた場合にの
　み、その１つを「秀」と評価する。
　ただし、評価基準書において特に配点を決めているものは、同基準によって配点される。

注５　「４　本会合」に関する１０項目については、その関連資料を提出した場合には、
　各項目につき１０点（最大合計１００点）の加点がなされる。

Ｇ７倉敷労働雇用大臣会合雇用作業部会開催業務に係る企画書等審査基準及び採点表

令和４年度実施分

参加資格

組織のワーク・ライフ・バランス等の推進に関する認定等の取得状況

見積価格、積算内訳

重要 標準

秀
当省の要求要件を満たした上で、当省の想定を大きく上回る有益で優れた提案

が詳細且つ簡潔明瞭に記載されており、他の提案者と比較して特に秀でてい
る。

200 100

優 当省の要求要件を満たした上で、当省の想定を大きく上回る有益で優れた提案

が詳細且つ簡潔明瞭に記載されている。

100 50

良 当省の要求要件を満たした上で、当省の想定を上回る有益で優れた提案が詳細
且つ簡潔明瞭に記載されている。

20 10

可
当省の要求要件を満たしているものの、当省の想定を上回る有益な提案がされ
ていないか、または、提案が具体性に欠けもしくは簡潔明瞭に記載されていな
い。

0 0

採点
評価基準区分
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